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２．異動する子会社（ＫＤＥホールディング株式会社）の概要 

（１） 名 称 ＫＤＥホールディング株式会社 

（２） 所 在 地 東京都新宿区西新宿一丁目26番２号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 野口 清 

（４） 事 業 内 容 子会社の経営管理等（持株会社） 

（５） 資 本 金 50百万円 

（６） 設 立 年 月 日 平成25年５月８日 

（７） 大株主及び持株比率 野口清 100％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係はあ

りません。 

人 的 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき人的関係はあ

りません。 

取 引 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき取引関係はあ

りません。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 - - 平成26年４月期 

 純 資 産 - - 50百万円

 総 資 産 - - 368百万円

 １ 株 当 た り 純 資 産 - - 50,806円

 売 上 高 - - 2百万円

 営 業 利 益 - - △9百万円

 経 常 利 益 - - 0百万円

 当 期 純 利 益 - - 0百万円

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 - - 806円

 １ 株 当 た り 配 当 金 - - －円

 

３．異動する孫会社（共同エンジニアリング株式会社）の概要 

（１） 名 称 共同エンジニアリング株式会社 

（２） 所 在 地 東京都新宿区西新宿一丁目26番２号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 野口 清 

（４） 事 業 内 容 建築施工管理技士等を中心とした技術者派遣業 

（５） 資 本 金 50百万円 

（６） 設 立 年 月 日 平成14年３月20日 

（７） 大株主及び持株比率 ＫＤＥホールディング株式会社 100％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係はあ

りません。 

人 的 関 係
当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の
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関係者及び関係会社の間には、特筆すべき人的関係はあ

りません。 

取 引 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき取引関係はあ

りません。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成23年12月期 平成24年12月期 平成25年12月期 

 純 資 産 134百万円 214百万円 300百万円

 総 資 産 812百万円 1,034百万円 1,123百万円

 １ 株 当 た り 純 資 産 64,593円 103,126円 300,089円

 売 上 高 2,168百万円 2,663百万円 3,031百万円

 営 業 利 益 115百万円 161百万円 195百万円

 経 常 利 益 105百万円 165百万円 193百万円

 当 期 純 利 益 54百万円 87百万円 95百万円

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 26,210円 42,139円 95,587円

 １ 株 当 た り 配 当 金 3,606円 4,808円 15,000円

（注）監査法人による監査を受けた数値ではありません。 

 

４．株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 野口 清 

（２） 住 所 東京都杉並区 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

当社と当該個人との間には、記載すべき資本関係、人的関係、取引関係は

ありません。また、当社の関係者及び関係会社と当該個人の関係者及び関

係会社の間には、特筆すべき資本関係、人的関係、取引関係はありませ

ん。 

 

５．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 
0株（議決権の数：0個） 

（議決権所有割合：0％） 

（２） 取 得 株 式 数 
1,000株（議決権の数：1,000個） 

（議決権所有割合：100％） 

（３） 取 得 価 額 

ＫＤＥホールディングス株式会社の普通株式  1,339百万円 

アドバイザリー費用等（概算額）         86百万円 

合計（概算額）               1,425百万円 

（４） 異動後の所有株式数 
1,000株（議決権の数：1,000個） 

（議決権所有割合：100％） 

 

６．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成26年12月15日 

（２） 契 約 締 結 日 平成26年12月15日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 平成27年１月５日（予定） 

 

７．今後の見通し 

本件による当期の連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以上 


